
カルチャーセンター
ここ数年の売上高の推移をみると、平成19年はほぼ横ばいで推移したが、20年10月以降減少が続いている。

これは、景気低迷の影響に加えて、自治体が開催する各種講座の充実や大学の公開講座の増加なども影響しているとみられる。一方、収益は、1教室当たりの受講生は減少し、回数の多い講座が敬遠される傾向が強まっていること、さらに、受講生が、受講料を抑えるために複数受講している講座の数を絞り込むケースも増加していることから、厳しい状況が続いている。
今後の見通しとして、カルチャーセンター業界の需要は成熟化したといわれ、売上げ、収益とも厳しい状況が続くと予想される。このため、いくつかのカルチャーセンターでは、受講システムの再構築を行うことで、厳しい状況を打破したいとしている。
業界の概要
カルチャーセンターは、文化センター・文化教室とも呼ばれ、これは、戦前から開設されていた女性のための教養クラブを、戦後の時代要求に応えるため、新しいクラブ組織として昭和30年に東京で開設された施設が発端である。関西では32年に神戸で新聞社系の文化センターが開設され、49年、53年、56年と新聞社及び放送系カルチャーセンターが相次いで開設された。カルチャーセンターという用語は49年の新聞社系施設の開設時に初めて使用され、本格的にカルチャーセンターが社会に認識されることとなった。
カルチャーセンターは、主に不特定多数の社会人に対して、恒常的、かつ継続的に「教養の向上」、「趣味・けいこごと」など様々な分野にわたる複数の学習・教養講座を有料で提供する民営の事業所で、専従の職員及び固定した教室を有する施設（文化センター、文化教室を含む）を指す。
事業所を企業系列別にみると、「新聞社」、「カルチャーセンター専業者」、「百貨店・量販店」、「放送局」などに分類される。このうち、事業所数では、「新聞社」、「カルチャーセンター専業者」が、売上高では、「新聞社」、「放送局」の占める割合が高い（『平成17年特定サービス産業実態調査報告書　カルチャーセンター編』）。

講座数規模別にみると、最も多いのは、「10以上49以下」規模で、次いで「50以上99以下」規模となっており、この2つの階層で全体の40.7％を占めている。
講座数を内容別にみると、「趣味・けいこごと」が最も多く、次いで「体育・レクリエーション」、「教養の向上」などの順となっている。延べ受講者数も、「趣味・けいこごと」が最も多く、全体の48.1％となっている。

また、個人会員数を男女別、年代別にみると、男女別では女性会員が80.8％を占め圧倒的に多く、女性で60歳以上が全体の27.4％と最も多い。年代別では、60歳以上が全体の37.0％を占め、次いで50代21.2％、30代13.7％などとなっている。
大阪の地位

平成17年における大阪のカルチャーセンターは、事業所数41、従業者数5,255人、年間売上高46億5,800万円、受講者数77,844人、講座数14,959講座、延べ受講者数568,565人である（経済産業省『平成17年特定サービス産業実態調査報告書 カルチャーセンター編』）。全国に占める割合は、それぞれ5.6％、12.0%、9.5％、12.3％、9.6％、10.7%となっている。大阪の全国に占める地位は、年間売上高で2位、事業所数は4位である。 

売上高は減少傾向が続く
全国のカルチャーセンターの売上高の推移をみると、9年から10年前後をピークとして、多少の増減はあるものの、緩やかな減少傾向が続いていた。最近の売上高の推移をみると、19年はほぼ横ばいで推移したが、20年10月以降減少が続いている。
これは、景気低迷の影響に加えて、自治体が開催する公民館などでの各種講座の充実や、ＮＰＯ法人による学習講座事業の活発化、大学の公開講座の増加なども影響しているとみられる。

21年4月以降は、新規受講者がかなりの減少となっており、これに伴って、売上高の減少幅は拡大している。この要因として、一部のカルチャーセンターではカルチャーセンターの主な受講層である高齢者層の不安感が、今回の金融危機で増大しているためではないかとみている。
収益は厳しい

売上高は減少が続いており、収益もそれに伴って厳しい状況が続いている。
ここ数年、受講生の趣味嗜好の多様化によって、大きく人気の出る講座が少なくなっており、1教室当たりの受講生は減少している。また、受講生は、回数の多い講座を敬遠する傾向が強まっており、隔週開催など月当たりの開講回数が少ない講座が好まれるようになっている。さらに、受講生が、受講料を抑えるために複数受講している講座の数を絞り込むケースも増加している。
受講料の推移をみると、講座によってばらつきはみられるものの、ここ数年平均で１回当たり約2,000～2,500円前後であり、大きな変化はみられない。このため、受講生一人当たりの単価が下がっている。

一方、コスト面では、カルチャーセンターの多くは交通至便な駅ビル、もしくは駅近辺の有名ビル等の一等地に所在するため、賃料が高くなりがちで、賃料の削減は難しい状況である。これと、講師謝礼がコストのかなりの部分を占めており、宣伝費、人件費、事務所経費などの抑制に努めているものの、収益はかなり厳しい状況にある。
カルチャーセンターの同質化に懸念も
先述したように、１講座の開催が月２回、さらには１回にまで減少するものも出ており、これに伴って、教室の空白を埋めるため、新規講座を多数開設する必要に迫られている。これが、他のカルチャーセンターで実施されている講座と同様の講座を自センターでも開講することにつながっており、カルチャーセンター間の個性が失われてきていると指摘する向きもある。

また、ネットで容易に似た講座が検索できるため、受講生は、自分に便利な場所のカルチャーセンターを選ぶようになり、カルチャーセンターは他のセンターとの違いをどのようにアピールしたらよいか、模索している。
受講生獲得・維持に向け様々な企画を展開
新規受講生の減少に歯止めをかけなければ、カルチャーセンターはじり貧になると懸念されている。

こうした中で、カルチャーセンターによっては、体験キャンペーン期間を設けて受講生獲得に乗り出すケースが出ている。これは、新たな講座が開講するシーズンに、２～３日程度、無料もしくは低廉な受講料で受講可能な期間を設けることにより、受講を促すものである。パンフレット等では訴求力に欠けるため、実際の体験を受講生獲得の重要な手段として位置づけているカルチャーセンターが多い。
また、ほとんどの講座が３か月単位で完結することから、受講料は３か月前納が通例であるが、あるカルチャーセンターでは、受講生の負担感を和らげるために、１か月ごとに納入するシステムを一部教室で始めている。受講料についても、あるカルチャーセンターでは、受講料に充当できる金券を発行することによって、贈答需要の喚起を試みている。
さらに、入会金不要の講座を開設したり、１回で完結する講座も設定するなど、教室への来訪を促すことによって、受講生の獲得に努めるカルチャーセンターも多くみられる。
講座内容についても、大学と共催することによって、教養系講座の充実を図るカルチャーセンターもみられる。
一方、既存受講生の継続受講を促進するために、受講生の学習成果の発表会を支援したり、パーティや旅行を企画したりすることによって、教室の枠を超えた受講生同士の交流や親睦を図っているカルチャーセンターもみられる。
今後の見通し 

カルチャーセンター業界の需要は成熟化したといわれ、売上げ、収益とも厳しい状況が続くと予想される。こうした中、いくつかのカルチャーセンターでは、教室の統廃合が実施され、旅行会社系センターが大手に吸収されるなど、厳しい事例もみられるようになった。

しかし、近年、他業種から新規参入したカルチャーセンターは、受講料の割引やユニークなサービスなどを背景に受講生を徐々に増加させている。このため、多くのカルチャーセンターでは、受講システムの改善や魅力ある講座の開設で、受講生増加に結びつけたいとしている。

　　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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資料：経済産業省『特定サービス産業動態統計調査』
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